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平成21年度高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付要綱
（趣　旨）
第１条　この要綱は、高知県補助金交付規則（以下「規則」という。）第20条の規定に基づき、高知県商工会等基盤整備事業費補助金の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（定　義）
第２条　この要綱において「商工会」及び「商工会連合会」とは、それぞれ商工会法（昭和35年法律第89号）に規定する商工会及び県商工会連合会を、「商工会議所」とは、商工会議所法（昭和28年法律第143号）に規定する商工会議所をいう。
（補助金交付の目的）
第３条　補助金は、「高知県産業振興計画」を実現していくうえで、実行者として中心的役割を担う中小企業者の経営改善への指導支援を実施し、地域資源活用共有会議の事務局及びその支援を行う商工会、商工会議所及び商工会連合会（以下「商工会等」という。）に対し、事業実施に必要な基盤の整備、充実を図り、産業振興計画の実現及び中小企業者の振興と安定に寄与することを目的とする。
（補助金の交付対象）
第４条　県は、商工会等が基盤の整備、充実のために要する経費であって、必要かつ適当と認めるものについて予算の範囲内において補助する。

　２　商工会等の経営改善普及事業等の実施に必要な指導用軽自動車等及び原動機付自転車の購入費で次の各号に該当するものとする。
　　　（１）現在保有する概ね使用期間10年以上または、走行距離10万ｋｍ以上の指導用軽自動車等及び原動機付自転車の更新（原動機付自転車については概ね使用期間10年以上）
　　　（２）現在指導用車両等を保有していない商工会等での指導用軽自動車等及び原動機付自転車の購入
（補　助　額）
第５条　補助率は定額とし、補助金は指導用軽自動車等
75万円（原動機付き自転車15万円）、を各々１台の上限とする。
（補助金の交付の申請）
第６条　補助金の交付を受けようとするときは、別記第１号様式による補助金交付申請書をを知事に提出しなければならない。
２　商工会等は、前項の補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。
（補助金の交付の決定）
第７条　知事は、補助金の交付の申請があったときは、その内容及び補助金の適否等について審査するものとする。

２　知事は、前項により、当該補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付の決定をするものとする。
３　知事は、前項による交付の決定に当たっては、前条第２項により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するものとする。
４　知事は、前条第２項のただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。
（補助金の交付の条件）
第８条　補助金の交付の目的を達成するため、商工会等は次の各号に掲げる事項を厳守しなければならない。
　(1)　補助事業の内容の変更をしようとするときは、あらかじめ別記第２号様式による申請書を知事に提出してその承認を受けなければならない。ただし、別に定める軽微な変更については、この限りではない。
　(2)　補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ別記第３号様式により知事の承認を受けなければならない。
（実績報告）
第９条　規則第11号第１項の規定による実績報告書は別記第４号様式によるものとし、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日又は会計年度が修了した日から10日以内に、別に定める書類を添えて知事に提出しなければならない。
　　　２　商工会等は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して報告しなければならない。
（補助金の額の確定等）
第10条  知事は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第８条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、商工会等に通知する。
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第11条　商工会等は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第５号様式により速やかに知事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。
（補助金に係る経理）
第12条　商工会等は、補助金に係る経理についての収支の事実を明らかにする証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保管保存しなければならない。
（補助金の交付決定の取消し）
第13条　知事は商工会等が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
　　(1)　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき
　　(2)　第８条の交付の条件に違反したとき
　　(3)　補助事業の目的を達成し得なかったとき
　　(4)　全各号に掲げるもののほか、補助事業に関し、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は知事の指示に従わなかったとき
　２　前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用する。
（補助金の返還）
第14条　知事は、前条により補助金の交付の決定を取消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、すでに補助金を交付されているときは、期限を定めて当該補助金を返還させるものとする。
２　補助金の額を確定した場合において、すでにその額を超える補助金が交付されているときも同様とする。
（グリーン購入）
第15条　商工会等は、補助事業の実施において物品等を調達する場合は、高知県の定める「高知県グリーン購入基本方針」に基づき環境物品等の調達に努めるものとする。
（情報の開示）
第16条　補助事業に関して、高知県情報公開条例（以下「条例」という。）に基づく開示請求があった場合には、条例第６条に規定する非開示項目以外の項目は、原則として開示する。

附　　　則
（施行期日）
１　この要綱は、通知の日から施行し、平成２１年８月４日から適用する。

２　この要綱は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第11条、第12条及び第16条の規定は同日以降もなおその効力を有する。
別　記

第１号様式　　（第６条）

第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

高知県知事　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称


　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付申請書

　

　　当商工会(当商工会議所、高知県商工会連合会)において実施する商工会等基盤整備事業に要
する経費に対し下記金額の補助金を交付されたく、高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付
要綱第６条の規定により申請します。

記

金　　　　　　　　　　円

（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額）

　　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分は別紙のとおり。

別　紙

	補助事業の区分
	経費区分の明細
	

	
	
	所要額
	負担

	
	
	
	補助金
	自己負担

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


添付書類　１．補助事業に係る収支予算書又はその案

　　　　　２．入札を実施した際の入札記録または購入にかかる見積書（購入金額３０万円以上の場合は２者以上）

第２号様式（第８条）

第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

　高知県知事　　　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
高知県商工会等基盤整備事業費補助金
の補助事業の内容の変更承認申請書

　　　　　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知のあった上記の補助　　　　　　　
事業の内容を下記のとおり変更したいので、高知県商工会等基盤整備事業費補助
金交付要綱第８条第１項第１号の規定により承認を申請します。

　　

記

1． 変　更　理　由

　　

2． 変 更 の 内 容

第３号様式（第８条）

第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

　高知県知事　　　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

高知県商工会等基盤整備事業費補助金
に係る補助事業の中止（廃止）申請書
平成　　 年 　　月 　　日付け　 第　　号で交付決定通知のあった補助事業は、
下記のとおり中止（廃止）したいので、高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付
要綱第８条第１項第２号の規定により承認を申請します。

記

1． 中止（廃止）の理由

　　　２．補助事業中止の期間

第４号様式（第９条）

第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

　高知県知事　　　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
高知県商工会等基盤整備事業費補助金に
係る補助事業実績報告書
　　 　当商工会（当商工会議所、高知県商工会連合会）は、上記補助事業を完了しましたので、 
高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付要綱第９条の規定により、その実績を別紙のと
おり報告します。

別　紙　　（実績報告時提出時）

	補助事業

の区分
	経費区分の明細
	決算額
	最終変更（当初）額
	備考

	
	
	補助事業に要する経費
	負担区分
	補助事業に要する経費
	負担区分
	

	
	
	
	補助金
	自己負担
	
	補助金
	自己負担
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　添付書類　１．請求書及び支払いを証する領収書または振込通知書の写し
　　　　　　　２．指導用軽自動車等及び原動機付自転車については、車検証等の写し

　　

第５号様式（第11条）

第　　　　　　　号

年　　　月　　　日

　高知県知事　　　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　　年度消費税額の額の確定に伴う報告書

　高知県商工会等基盤整備事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．　補　助　金　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　２．　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　円

　３．　消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　円

４．　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　（注）　１．別紙として積算の内訳を添付すること。

　　　　　　 　 ２．課税事業者の場合であっても、単純に補助金の５パーセント相当額が消費税及

び地方消費税仕入控除による減額等の対象額ではない。

　

経費の配分





補助事業の内容
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